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新政権下でも、豪州経済は潜在成長率を下回るペースに 

豪州経済は潜在成長率を下回るペースが続いている。第 2 四半期の実質 GDP 成長

率は前年比＋2.6％と、前期（同＋2.5％）からほぼ横ばいにとどまった（第 1 図）。

需要項目別にみると、民間投資がやや持ち直した一方で、個人消費は雇用環境の悪化

を主因に減速した。また、公共投資は、財政赤字削減に向けて政府が歳出を抑制する

なか大幅に落ち込んだ。 
こうした状況下、豪州準備銀行（RBA）は 9 月の金融政策決定会合において、政策

金利を過去最低の 2.50％に据え置いた。今後の緩和余地についての言及はなく、前月

に続いて中立姿勢を維持した。もっとも、雇用環境は厳しい状況にあり、8 月の失業

率が 5.8％と 4 年ぶりの水準まで上昇するなか、追加の利下げ期待は依然根強い。他

方、企業や消費者マインドは足元で大幅に改善している（第 2 図）。8 月の利下げや

豪ドル安が影響しているとみられるが、政権交代に対する期待も大きい。 
9 月 7 日に実施された総選挙では、保守連合が勝利をおさめ 6 年ぶりの政権交代が

実現、自由党のアボット党首が次期首相に就任した。保守連合は炭素税や鉱物資源利

用税（MRRT）の廃止、法人税の引き下げ、インフラ整備の推進、育児休暇手当ての

拡充など、経済を強化する政策を主張しているが、各政策は旧与党の労働党と比べて

大差はない。有権者が度重なる労働党内の不和を嫌気したことが保守連合の勝因とみ

られる。資源投資ブームの終焉に伴い景気の不透明感が漂うなかで首相に就任したア

ボット氏だが、その課題は前政権と同じく、資源部門への過度な依存からの脱却であ

る。今般の政権交代による政局不透明感の払拭により、マインドは改善しつつあるも

のの、新政権も財政再建路線を継承することから、大幅な財政出動を伴う景気対策は

期待できない。また、中国経済も減速に歯止めがかかりつつあるが、今後その成長率

が持続的に高まる展開は見込めない。豪州経済は新政権下でも 3%近傍とみられる潜

在成長率を下回るペースにとどまる公算が大きい。 
第1図：実質GDP成長率
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（資料）豪州統計局より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成  

第2図：企業と消費者の信頼感
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